
 

申す３号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【組合】 

○保線センターのサテライト機能と

は何か。 

○保線センターと BASEで業務内容

に違いはあるのか。 

○今後、同じ建屋内にある BASE と

レールオフィスの設備や業務用自

動車の共用を含めた在来と新幹

線の融合と連携はあるのか。 

【会社】 

○サテライト機能とは、その拠点（BASE）に要員が常に配置されているという事。

名称を BASE とした理由は、東北本部で使用していた名称を準用した。 

○保線センターに配置する計画推進チームと BASEに配置する計画推進チーム

は同様の業務内容である。 

○既存の設備を使用するため BASE となることで設備や労働環境に変化はない

が、社員の要望があれば必要により更新も考えられる。本施策では在来と新幹

線との融合・連携については検討していないが、詳細は地方での判断となる。 

【組合】 

○派出を廃止し、拠点とする目的は何か。 

 

○｢設備 21 見直し｣において、派出を設置

してきたが、派出設置における成果と課

題は何か。 

 

○派出廃止は、地域特情に大きく影響す

る。本社が一括して廃止を決めた根拠は

何ですか。 

【会社】 

○派出には要員を常置しない事となるが、台風などに備えて即応できる様

に柔軟に社員を配置しておく場合もある。 

○派出を設置していた成果としては異常時などの対応スピードが上がる事

である。課題ではないが、社員の総量が少ない現状において広範囲に派

出を設置しておく事よりも、ある程度要員を集約して配置した方が効率的

だという現場の声も鑑みて判断している。 

○明確は根拠ではないが、効率化・柔軟な運用が見込まれる事から実施す

る施策である。現派出がそのまま BASE となる箇所もあるが、詳細は地

方での判断となる。 

【組合】 

○BASEや認定線区への足ロスは発生するのか。 

 

 

 

○障害対応に際して、足ロスが発生しても指令を含

めて周知するのか。 

 

【会社】 

○足ロスの発生有無は配置の仕方により異なるが、主に地方

では足ロスが増える箇所も考えられる。ただし、首都
圏においては従前の縦割りではなく、現場に近い箇所の職場が

対応する事も考えられ、その場合には速やかな対応が可能とな

る。 

○足ロスが発生する箇所については、指令が現場に対して 

「復旧に掛かる時間が長すぎる」などの意見がないよう
周知していく。 
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８. ＢＡＳＥを配置する根拠を明らかにすること。また、配置されるＢＡＳＥの設置基準と業務内容を明らかにすること。 

申１０号 

９. 従来の派出を廃止する根拠を明らかにすること。 

10. 現業機関の見直しによる足ロスについて明らかにすること。 


